
 

プレロード盛土工法による宅地地盤安定化 
 のための評価方法について 
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四国地方整備局 大洲河川国道事務所 工務第一課 （〒795-8512 愛媛県大洲市中村210） 

 
 平成22年6月、愛媛県大洲市長浜町上老松地区において、土地利用一体型水防災事業（以下、

上老松水防災事業）による１次盛土（山側盛土）を施工後、その上に家屋を建築して頂いた。

その後２次盛土（川側盛土）を施工したところ、連れ込み沈下現象によって家屋に傾斜被害が

発生。詳細調査の結果、細砂・シルトを主体とした「中間土」と呼ばれる対処の難しい地盤層

であると判断した。そこで、限られた工期内で、宅地造成を目的とした軟弱地盤を安定させる

ための方法として、プレロード盛土工法（載荷盛土工法）を実施して沈下収束を行った。本論

文は、沈下予測方法及び宅地地盤安定化のための評価方法についての検討結果である。 

 

キーワード ： 地盤沈下、中間土、宅地造成、プレロード盛土工法、モニタリング施工 

1.  はじめに 

 上老松地区は、１級河川「肱川」の河口から約2.5km

上流の汽水域に位置する。当該地では、平成19年度より

洪水被害を防ぐための河川事業として、護岸及び宅地

の嵩上げ造成に土地区画整理事業を導入した土地利用

一体型水防災事業を開始した。（図-1、図-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 上老松地区全景 

 

 

 

 

                                 

             

図-2 土地利用一体型水防災事業概要図 

嵩上げ造成は、河川横断方向に１次盛土(山

側)(H20)、２次盛土(川側)(H22)と二段階の盛土を施工

するもので（図-3）、平成22年6月、２次盛土開始後、

１次盛土上に建築した新築家屋が２次盛土側へ傾斜す

る変状が確認された。その後行った詳細調査の結果、

変状は、細砂・シルトを主体とした軟弱地盤層が、造

成盛土荷重の増加により圧密沈下したものであること

が分かった。圧密沈下は継続して累積傾向を示してい

たため、沈下を収束させ、住居移転・築堤工事・橋梁

架替を完成させるために、事業期間完了を平成25年度か

ら平成26年度へ変更した。 

 

 

 

 

図-3 上老松地区全景 

2.  詳細調査結果 

(1)地質概要 

  当該地の地盤層は、標高GH=0.0m以深から「暗灰色」

を呈する粘性土や粗砂などを複雑に混在した細砂～シ

ルトを主体とした多層地盤を形成していた。 

図-4 河川地質縦断図 
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GH-5.0m付近には、薄層状に連続した火山灰層(Aa)を

挟み、これを境界層として上位層は細砂～シルトが主

体（Af）となり、下位層は粘性土を含むシルトが主体

(Am)となっていた。これら軟弱地盤層は、河川縦断方向

にスリ鉢状に堆積（図-4）し、河川横断方向へ傾斜（図

-5）していることが確認された。 

 

(2)中間土の土質組成と力学特性 

 沈下対象層であるAf,Am層の代表的な土質組成・力学

特性を以下に示す。（表-1） 

表-1 土質組成一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

粒度組成から、土質分類はSM～MHSと砂質土に分類さ

れるが、図-6の粒径加積曲線に示すように、粒径がほぼ

細粒土を主体としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、Af,Am層の現場透水試験結果は、K=2.65E-06～

1.16E-07(m/s)と透水性が「非常に低い」地層、いわゆ

る粘性土に相当する「難透水層」を示した。このよう

な物理的特性を有する土を「中間土」と総称されてお

り、その定義は、砂分50～80%、IP=NP～30で、粘土と砂

の中間的な力学特性を示すものである。 

さらに、Af,Am層は、細粒土を主体とした難透水性を

呈する緩い地盤であることから、地盤の圧縮特性を把

握する圧密試験を実施したところ、圧縮指数はCc=0.43

～0.47を示し、圧密降伏応力はほぼ正規圧密域にあり、

今後圧縮する可能性があることが確認された。 

これらの条件から、Af,Am層は工学的特性としては粘

性土地盤として評価することが妥当だと判断した。 

3.  沈下予測とモニタリング 

当該地では、沈下被害後も約４mの盛土を計画してお

り、継続している沈下対策を含めて全体の施工計画を

考える必要があった。すなわち、沈下被害と施工方法

との間に関連があるため、沈下性状を考慮に入れた被

害（破壊）が生じない施工方法を考えなければならな

かった。 

そのためには、厳密に変形あるいは沈下と時間の関

係を解く必要があり、その解析には大きく２つの方法

を用いて沈下予測を行った。 
 

方法-1：多層地盤の一次元圧密 

方法-2：土の強度特性値を導入したFEM解析 
 

(1)沈下予測 

①多層地盤ﾓﾃﾞﾙを用いた一次元圧密による沈下予測 

 本解析は、圧密試験結果を精査したうえで一次元圧

密理論（⊿e法:ｆ-logP）を用いて圧密沈下量を推定す

るものである。 

ただし、当該地のように不均質な多層地盤の圧密過

程を算出するために、各地層の深度毎の応力状態σと

圧縮性⊿eの関係を整理し、式（1）により沈下量を算出。 

沈下時間は、多層地盤による地下水排除の複雑化に

対して、多層地盤を1層と仮定した圧密係数Cv’を各応

力状態σと透水係数K・体積圧縮係数mvの関係を整理し、 

式（2）から算出して沈下時間を求めた。 

S=⊿ε×Hi=(fi-ff)/fi×Hi ・・・式（1） 

  ここに Hi：軟弱地盤層厚 

      fi：荷重Pの体積比 

ff：荷重P+増加荷重⊿P時の体積比 

  Cv’= K’/(mv’×K)   ・・・式（2） 

  ここに地層数をnとした時 

    Cv’：見掛けの圧密係数 

    K  ： 各地点の透水係数（m/day） 

         K’ ： 透水抵抗 

          K’=(1/∑(1/kn)×dn)/n 

               Kn：ある地層の透水係数 

dn：ある地層深さ 

     mv’： 見掛けの体積圧縮係数 

                 mv’= Σmv/n 

Af Am
一般 含水比        Wn               ％ 48.1 40.3

礫分 （2～75mm）　　　　　％ 0.1 0.1
砂分 (0.075～2mm)　　　 ％ 59.0 36.1
シルト分 (0.005～0.075mm)　％ 21.8 44.4
粘土分 (0.005mm未満) 　　 ％ 19.1 19.4
液性限界 　　　　WL　　　　　　　％ NP 51.3
塑性限界 　　　　WP　　　　　　　％ NP 28.5
塑性指数 　　　　Ip - 22.8

分類 分類記号 SM MHS
圧密指数 Cc 0.43 0.47
圧密降伏応力* Pc KN/m2 275.0 284.0

DATA： No.36測線　Bor No.4 Aｆ：GL-12.0～12.4ｍ　,  Am：GL-19.0～19.7ｍ
圧密降伏応力*　直線法による補正値

圧密

粒度

ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ

地　　　　層　　　　名

図-5 河川地質横断図 

図-6 Af,Am粒径加積曲線 

     Af層 

     Am層 



②FEM解析（MMXモデル）を用いた地盤変形予測 

本解析は、盛土による地盤変形（沈下・破壊）を予

測・監視する指標として二重負荷面型双曲線モデル 

(MMXモデル)を用いて実施した。 

表-2 MMXモデルの構成式一覧 

特性 数式  

  

弾性 

  

ポアソン比：ν＝K0/(1+K0)=0.33 ・・・(1)

ヤング率：E=E0(σm/Pa)EN ・・・(2)

E0、EN ;実験定数、  K0;静止土圧係数  

Pa;次元を合わせるための定数=0.1MPa(1.0kgf/cm2) 
  

  

塑性圧縮 

  

負荷関数 ：fc=I1 ・・・(3)

塑性ポテンシャル：gc=I1
2-2I2 ・・・(4)

硬化関数：Fc=fc-(κc0+κch)=0 ・・・(5)

降伏値：κc0=0、 κch=f(Hp
c) ・・・(6)

硬化パラメータ: Hp
c=v； κch=fc ・・・(7)

塑性せん断 

τoct=1/[1/(Goct・γ
p
oct)+(Rf/τoct-f)] ・・・(8)

Rf=τoct-f/Ba、   Ba：双曲線の漸近線  

Es=2・(1+μ)Gs、   μ=0.33 ・・・(9)

Goct=Ag・(σm/Pa)
SN[1-(τoct・Rf/τoct-f)]

2 ・・・(10)

 Ag、SN ; 実験定数  

上記２方法を用いて、沈下および変形を予測した結

果（図-7、図-8）、盛土後からの観測実測値と予測値が

ほぼ一致する結果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の結果より、沈下予測が可能と判断した。 

(2)プレロード盛土工法の選定 

地盤沈下対策工法については、(1)の結果から沈下予

測が可能と判断し、施工期間の短縮と経済性を検討し

た結果、圧倒的に有利なプレロード盛土工法を採用し

た。 

なお、プレロード盛土高さは安定性および周辺環境

を考慮した最大高さ（H=3.0m）とした。 

また、当該地のように砂分を含有する地質において

は、沈下の過程において土粒子の密度が密となり「せ

ん断強度」が増加することで、液状化抵抗値が大きく

なる相乗効果も得られる。 

(3)モニタリング 

①モニタリング内容 

 沈下予測と現状把握のために以下の機器を設置した。 

 ■地表面沈下計、層別沈下計、間隙水圧計 

リアルタイムな沈下データから圧密状態を把握し、

プレロード盛土荷重の増減および撤去判断に用いる。 

■孔内傾斜計 

盛土による軟弱地盤層の横方向すべりなどの変位デ

ータから盛土施工の継続や中止を判断する。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②観測頻度 

動態観測の頻度と期間は、様々な文献で提唱され

ている測定頻度を参照し、表-3 に示すように行った。 

 

表-3 動態観測頻度 

 
 
 
 
 
 

図-7 一次元圧密沈下予測と実測値 

図-9 計測機器設置図 

(No.38測線地質断面図) 

川側 山側 

3年まで 3年以降
地表面沈下板 1回/日 2回/月
層別沈下計 1回/日 2回/月

地表面変位杭 - 2回/月 1～2回/月 2～4回/年 1回/年

孔内傾斜計 2回/週 1回/月
水圧測定 間隙水圧 2回/週 1回/月 1～2回/月

3回/月

1～2回/月

必要に応じて実施
必要に応じて実施

2～4回/年 1回/年

2カ月～
　　　3カ月

3カ月
以降

載荷工法施工後 維持管理段階

載荷工法
除荷後

供用後

変位測定

最初の
1カ月

載荷工法
施工中

1カ月～
　　　2カ月

　　　　　　　　　　　　　期間
計測機器

2回/週 1回/週

沈下測定

図-8 双曲線法による予測値と実測値 

現在の盛土による沈下予測曲線 

実測値 

プレロード盛土+3m時の沈下予測曲線 



4.  プレロード盛土除荷基準 

(1)プレロード盛土施工速度 

盛土速度は、「道路土工 軟弱地盤対策工指針」では、

地盤条件に応じて3～10cm/dayとされている。当該地で

は、トータル的にその盛土速度を超えない範囲で図-10

に示す盛土工程計画を立てた。また、施工中の盛土の

安定度評価は、FEM変形予測と孔内傾斜計の地中変位の

動向を見るほかに、観測結果図-11 に示す「Ｓ-δ法」

を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)プレロード盛土の除荷基準 

粘性土地盤上に新たに盛土を施工すると、粘性土層

の圧密沈下が徐々に進んでいく。このような圧密現象

は、圧密理論により説明することが一般的であり、圧

密の進行の度合いを圧密度で表す。ある盛土荷重に対

して圧密度100%であれば、圧密が完全に終了したこと

を意味し、この盛土荷重に対して沈下が進行しない状

態にあると評価できる。圧密度が 100%未満の場合には、

圧密（沈下）が継続することを意味するが、95%を目安

に圧密が十分に進行したかを判断することが多い。 

ここでは、宅地造成盛土であり、残留沈下を残さな

い地盤とするために、地盤安定評価として下記の条件

を設定した。 

条件1：事前解析値である沈下量（圧密度）を満足す

ること。 

条件2：実測値が圧密曲線定規にフィッティングする

状態であること。 

条件3：実測値が双曲線法（S-logt法）で変曲点が確認

できていること。 

条件4：圧密度95%(TV=1.5)以上となる放置期間を満足

していること。 

条件5：上記4条件を満足した際、プレロード実施箇所

で強度増加が得られていること。 

5. 判定結果 

プレロード完了後の沈下量は、予測値とほぼ一致し

ており、条件1～4を満たしことも確認した。（図-12～

14、表4） 

また、各深度毎の継時変化から双曲線法により圧密

度を算出すると、プレロード盛土荷重に対して62.6～

95.4%であった。これらの値を宅地荷重に対する圧密度

に換算すると、１箇所（99%）を除いた全ての箇所･深度

において100%を超えていることが確認された。（表-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 プレロード盛土作業工程 

1.2m盛土（30cm/1段階） 

図-11 盛土安定度評価（S-δ法） 

（δ） 

S 

（単位：mm） 

図-12 一次元圧密沈下予測と実測値の関係図
（DATA:No.38-1) 

図-13 圧密曲線定規と実測値の関係図
（DATA:No.38-1) 

表-4 一次元圧密沈下予測とプレロード放置期間 

図-14 双曲線法（S-logt法）と実測値の関係図
（DATA:No.38-1) 

現在の
POINT-1 （単位） 盛土 Ｂ M1+0.3
単　層　厚  　h ｍ 4.34 2.03 1.70 1.90 1.96 0.31 4.43 18.84 沈下量

累積深度 ｍ 2.03 3.73 5.63 7.59 7.90 12.33 31.17 m)
1.70 3.60 5.56 5.87 10.30 29.14 と圧密度U

ρt kN/m3 20.0 19.0 16.0 18.0 17.4 （平均値） 17.4 （平均値） 18.1 17.85 Tv =　1.50 (～H23.6.9)
γ'=(ρt - rｗ) kN/m3 11.0 10.0 6.0 9.0 7.4 7.4 8.1 7.85 Cv''　=　0.638 現在
σ1 (H) 38.0 10.2 17.1 14.5 2.3 35.9 147.9 (m2/d)
σ2(H/2) 5.1 8.6 7.3 1.1 17.9 73.9

*** 38.0 43.1 56.8 72.6 81.0 100.1 192.0
③

fa  ( f0 or ff) - 1.949 f0 2.230 f0 2.222 f0 2.219 f0 2.034 f0 2.041 f0 U=0.56/①

86.80 - 129.9 ff 143.6 ff 159.4 ff 167.8 ff 186.9 ff 278.8 ff

fb - 1.932 正規圧密 2.221 正規圧密 2.202 正規圧密 2.193 正規圧密 2.047 正規圧密 1.994 正規圧密

ε(fa-fb)/fa - 0.009 0.004 0.009 0.012 -0.006 0.023
ｓ（ｍ）=ε・h - 0.01 0.01 0.02 0.00 0 0.43

96.80 - 139.93 ff 153.58 ff 169.38 ff 177.78 ff 196.87 ff 288.76 ff
fb - 1.923 正規圧密 2.209 正規圧密 2.191 正規圧密 2.183 正規圧密 2.038 正規圧密 1.987 正規圧密

ε(fa-fb)/fa - 0.013 0.009 0.014 0.017 -0.002 0.026
ｓ（ｍ）=ε・h - 0.022 0.0176 0.027 0.005 0 0.496

106.80 - 149.93 ff 163.58 ff 179.38 ff 187.78 ff 206.87 ff 298.76 ff
fb - 1.915 正規圧密 2.198 正規圧密 2.181 正規圧密 2.173 正規圧密 2.028 正規圧密 1.980 正規圧密

ε(fa-fb)/fa - 0.017 0.014 0.019 0.021 0.003 0.030
ｓ（ｍ）=ε・h - 0.030 0.030 0.040 0.010 0 0.559

126.80 - 169.93 ff 183.58 ff 199.38 ff 207.78 ff 226.87 ff 318.76 ff
fb - 1.901 正規圧密 2.177 正規圧密 2.162 正規圧密 2.154 正規圧密 2.011 正規圧密 1.967 正規圧密

ε(fa-fb)/fa - 0.024 0.024 0.027 0.029 0.011 0.036
ｓ（ｍ）=ε・h - 0.042 0.045 0.053 0.009 0.050 0.680

136.80 - 179.93 ff 193.58 ff 209.38 ff 217.78 ff 236.87 ff 328.76 ff
fb - 1.894 正規圧密 2.167 正規圧密 2.153 正規圧密 2.146 正規圧密 2.003 正規圧密 1.961 正規圧密

ε(fa-fb)/fa - 0.028 0.028 0.031 0.033 0.015 0.039
ｓ（ｍ）=ε・h - 0.047 0.053 0.061 0.010 0.068 0.738

156.80 - 199.93 ff 213.58 ff 229.38 ff 237.78 ff 256.87 ff 348.76 ff
fb - 1.882 正規圧密 2.149 正規圧密 2.137 正規圧密 2.130 正規圧密 1.988 正規圧密 1.949 正規圧密

ε(fa-fb)/fa - 0.034 0.036 0.039 0.040 0.023 0.045
ｓ（ｍ）=ε・h - 0.058 0.068 0.076 0.012 0.101 0.848

20～20.7

Am(M～CS)

DATA

0造成盛土のみ

Bor No.1(H22) Bor No.1(H22)

Af(SF)

軟弱累積層厚　Ｈ

453

357

247

プレロード
放置期間

（日）

⑤　※2）

-

-

-

Bor No.1(H22)

残留沈下量
(m)

-

75.9%

- -

-1.16

0.13

0.44

0.56

0.67

Tv=1.90

1996

Tv=1.50 

Aa

-

※2） 式　：　t = ④・H2/Ｃｖ　より算出する。

-

3～3.7
Bor No.1(H22)

9～9.4
Bor No.1(H22)

9～9.4

Am(SM)

2529

② ①－②

0.02

Bor No.5(H22)
9～9.4

最終沈下
量

（ｍ）

Σs

0.98

0.88

14～14.5

Ac1 Agf

57.3 0.27

0.1948.2

-

プレロード+3.0ｍ 60

※1）表-1より、③の圧密度に対するＴｖを比例計算より算出する。

-

40

-

家荷重考慮 10

プレロード+1.0ｍ 20

プレロード+2.0ｍ

50プレロード+2.5ｍ

-

63.7

0.65

0.34

プレロード
時の必要圧
密度③に要
する時間係
数　Ｔｖ

④ ※1）

-

-

0.43

沈下日数
（日）

ｔ＝Ｔｖ・(H)2/CV
片面排水
U=100時

プレロード時
必要圧密
進　行　度

（%）

83.5

100.0

-

-

869

①初期荷重 KN/m2

造成盛土のみ 

＋家屋荷重 

プレロード＋1.0m 

プレロード＋2.0m 

プレロード＋2.5m 

プレロード＋3.0m 

0.44 

0.56 

0.67 

0.88 

0.98 

1.16 

1996 

100

869

453

357

247

プレロード 
放置期間 

（日）

最終 
沈下量 
（m） 

沈下 
日数 
（日） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、必要放置日数を満足し、かつ圧密状態を確

認後の地盤強度（圧密降伏応力）を調査した結果、造成

盛土＋家屋荷重（10KN/m2）を考慮した有効応力荷重以

上を示す強度増加が確認され（図-16）、当該地軟弱地

盤は造成盛土計画に対して過圧密状態の地盤を形成した

と判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後、プレロード荷重を除荷したところ、一般的

にリバウンド量は沈下量の 1/5～1/10 と言われており、

リバウンド量が大きければ残留沈下も大きくなるが、当

該地での沈下量は 63.7cm に対して 7mm とリバウンド量

1/90 と非常に小さく、しかも短期間に安定した状態と

なった。この原因としては、中間土が砂の性質も有して 

いることから、粘土のような給水膨張が発生せず、圧縮

されたままの状態で終息したものと考えられる。 

6. おわりに 

当該地盤のような沖積世の軟弱地盤層は、砂と粘性

土の両方の性質を持つ可能性があり、このような地層は

その地層毎に特性を見極めることが重要で、「中間土」

という考えを積極的に取り入れる必要がある。 

当該地では、平成22年度～平成24年度の約２年間に

渡り綿密な地質調査とモニタリングを実施することで、

プレロード盛土工法による確実な圧密促進を評価できた。

また、モニタリングの結果からも、中間土地盤にプレロ

ード盛土工法を実施すると、「確実な強度増加」が得ら

れることがわかった。さらに、中間土地盤に対する荷重

除荷後のリバウンド量が小さいという特性からは、プレ

ロード工法が軟弱地盤対策として確実性の高い有効な手

法になると言える。 

しかしながら、プレロード盛土工法においては現在

の最高の技術をもってしても圧密現象を精度良く予測す

ることは困難であるため、当該地では施工完了後も当面

の間（平成 28 年度頃まで）はリバウンドや残留沈下に

対するモニタリングを継続することとしている。 

今後、この経験・結果が、設計・施工において中間

土に対する工学的特性の設定や、さらにはプレロード盛

土工法による変位予測、除荷判定手法などの基礎資料と

なり、これからの事業の一助となれば幸いである。 
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表-5 プレロード盛土除荷判定結果一覧表 

沈下量
(mm)

判定
沈下量
(mm)

判定

最終
目標

495 253

地表 637 370

リバウ
ンド量

630 ○ 367 ○ 　プレロード除荷後からのリバウンド量（最大値）。

判定 判定

地表 ○ ○

上層 ○ ○

中層 ○ ○

下層 ○ －

判定 判定

地表 ○ ○

上層 ○ ○

中層 ○ ○

下層 ○ －

想定
排水

必要
日数

判定
想定
排水

必要
日数

判定

圧密度
95%

両面 89 ○ 片面 10 ○

区間
沈下量

予測
沈下量

圧密
進行度

必要圧密
進行度

判定
区間

沈下量
予測

沈下量
圧密

進行度
必要圧密
進行度

判定

上層 0.124 0.134 92.5% 0.083 0.148 56.1%

中層 0.256 0.289 88.6% 0.190 0.225 84.4%

下層 0.182 0.351 51.9% 0.097 0.168 57.7%

0.075 0.203 36.9%

全層
平均

67.5% 33.0% ○ 66.1% 11.1% ○

沈下対象
層厚

沈下対象
層厚

上層 4.0m 4.0m

中層 10.0m 8.0m

下層 9.0m 5.2m

5.2m

全層

地層 判定

上層 Af ○

中層 Am上 ○

下層 Am下 ○

　全地点でプレロード盛土の放置期間（必要日数）以上の
日数を確保されていることを確認。

圧密進行度は、各地点で目標とする必要圧密進行度以上
となっていることを確認。

　各深度において、プレロードによる圧密度が60%以上進行
している。これは、プレロード盛土を家荷重＋宅地盛土の
1.5倍程度の荷重を加えているため、全体として60～80%と
なっていることは計画荷重（家荷重＋宅地盛土）に対して
十分な値であり、過圧密状態に達していると考えられる。

　初期圧密降伏応力は、バラツキはあるものの有効応力
（深度）に比例して増加する傾向にあった。
　プレロード盛土後、各深度での強度増加を確認。
　全体的に強度増加しているが、軟弱層厚中央部から下層
にかけての強度増加率が小さい傾向にある。
　この要因として、粒度組成の不均一、圧密に伴う排水条
件の違い（遅れ）などが考えられる。

　全地点において、実測沈下量が最終目標沈下量を達成
している。

　全地点において、実測沈下量が圧密曲線とフィッテングし
ている。

　各地点、各観測深度において変曲点を確認するとともに、
プレロード盛土荷重による圧密状態となっていることを確
認。

除
荷
条
件
4
条
件

除
荷
条
件
④

そ
の
他

除
荷
条
件
②

ﾌ
ﾟ
ﾚ
ﾛ

ｰ

ﾄ
ﾞ
を
考
慮
し
た

予
測
沈
下
量
に
対
す
る

圧
密
進
行
度
の
確
認

-
227.6

279.6
243.8

334.0
342.0

215.8
194.6

230.6
314.1

160.6
157.3

216.0
261.7

必要強度
上段：No.36
下段：No.38

増加強度
上段：No.36-1 H24
下段：No.38 H24

初期強度
上段：Bor No.5 H22
下段：Bor No.1 H22

196.2
162.2

224.1
222.9

地
盤
の
強
度
増
加
の
確
認

GL. -9.0～-19.0ｍ

GL. -19.0～-28.0ｍ

GL. -28.0ｍ～-33.2m

区 間 名

GL. 0.0～-9.0ｍ

GL. -9.0～-17.0ｍ

GL. -17.0ｍ～22.2m

最
終
目
標
沈
下
量
を
満
足
し

て
い
る
か
の
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認

必

要

沈

下

時

間

除
荷
条
件
③

186

除
荷
条
件
①

NO.38-1

各区間における
圧 密 度

各区間における
圧 密 度

84.1%（123.3%）

83.3%（129.2%）

95.4%（144.0%） 86.7%（134.4%）

区 間 名

GL. 0.0～-9.0ｍ

65.6%（99.0%）

80.7%（124.9%）

77%（116.2%） 71.6%（111.0%）

89.1%（134.5%）

プ
レ
ロ
ー
ド
荷
重
を
対
象
と
し
た

双
曲
線
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測
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よ
る
圧
密
度
の
確
認

沈下状況

○ ○

NO.38-2測　線

圧

密

曲

線

定

規

へ

の

フ

ィ

ッ
テ

ィ
ン

グ

過剰沈下

沈下状況

過剰沈下

142

7

圧密沈下中
即時

沈下中

3

186

載荷経
過日数

載荷経
過日数

変曲点の有無
双

曲

線

法

に

よ

る

変

曲

点

の

確

認

117

－

圧密沈下中

－

○

－ ○

－ ー

即時
沈下中

○

○

－

－ ○

－ ○

－ ○

有

有

有

有

変曲点の有無

有

有

有

双曲線法の寄与率

0.9933

0.9896

0.988

0.9661

双曲線法の寄与率

0.9938

0.9886

0.9796

－

※( )の圧密度は、計画盛土＋家荷
重に対する値を示す。

※( )の圧密度は、計画盛土＋家荷
重に対する値を示す。

湿潤 水中
初期

（盛土前）
H15 ※

宅地造成
盛土
H22

宅地造成
+　家荷重

(10KN/m3)

プレロード

⊿P=60
（KN/m3）

H15 H22 H24

7.33 地表面 0 10.0 60.0

6.33 1.0 20.0 30.0 80.0

5.33 2.0 40.0 50.0 100.0

4.33 3.0 60.0 70.0 120.0

3.33 4.0 80.0 90.0 140.0

▽6.12 2.83 4.5 0 90.0 100.0 150.0

1.13 6.2 Ｂ 19 10 33.2 121.6 131.6 181.6

0.33 7.0 Ac1 16 6 38.0 126.4 136.4 186.4 269.9

-0.67 8.0 47.0 135.4 145.4 195.4

-1.27 8.6 52.4 140.8 150.8 200.8

-2.07 9.4 18.2 8.2 59.0 147.3 157.3 207.3 162.2 261.7

-3.07 10.4 65.6 153.9 163.9 213.9 280.7

-4.77 12.1 76.8 165.2 175.2 225.2

-5.67 13.0 84.1 172.5 182.5 232.5

-7.17 14.5 96.2 184.6 194.6 244.6 222.9 314.1

-7.67 15.0 100.3 188.7 198.7 248.7

-8.67 16.0 108.4 196.8 206.8 256.8

-9.17 16.5 112.4 200.8 210.8 260.8

-10.67 18.0 124.2 212.6 222.6 272.6 119.9

-11.67 19.0 132.0 220.4 230.4 280.4

-12.67 20.0 139.9 228.3 238.3 288.3

-13.37 20.7 145.4 233.8 243.8 293.8 227.6 342

-14.67 22.0 155.6 244.0 254.0 304.0

-15.67 23.0 163.4 251.8 261.8 311.8

-16.67 24.0 171.3 259.7 269.7 319.7

-17.67 25.0 179.1 267.5 277.5 327.5

-18.67 26.0 187.0 275.4 285.4 335.4

-19.67 27.0 194.8 283.2 293.2 343.2

-20.87 28.2 204.3 292.6 302.6 352.6

-21.67 29.0 211.5 299.8 309.8 359.8

-22.67 30.0 220.5 308.8 318.8 368.8

-23.67 31.0 229.5 317.8 327.8 377.8

-24.67 32.0 238.5 326.8 336.8 386.8

-25.67 33.0 247.5 335.8 345.8 395.8

-26.67 34.0 Gs 18.8 9.8 256.5 345.6 355.6 405.6

Ag2 18 9

鉛直荷重 σv 圧密降伏応力 Pc（補正値）

Am(SM) 18.1 8.1

Am
(M～CS)

17.85 7.85

Agf 18 9

Af(SF)
(Aa) 16.6

DATA　：　Bor No.1（Ｈ22）
         ※Bor No.4(H15)
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